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藷爺1奥1野1信1宏1氏■学校法人梅村学自雄馨1熱顧間

奥野 信宏氏 学校法人梅村学園理事・学術顧問

鶉パネリスト

波多野 淳彦氏

小 J‖ 正樹氏

黒田 達朗氏

服 部   敦 氏

加藤 義人氏

中部経済産業局 局長

T般社団法人中部経済連合会 専務理事       ‐

名古屋大学 大学院環境学研究科 教授

中部大学 工学部都市建設工学科 教授

三菱UFJリ サーチ&コ ンサルティング株式会社
執行役員 名古屋本部 副本部長 主席研究員

※パネリストにつきまして、急きょ変更となる場合があります。こ了承ください。

鰈モデレータ

伊藤 達雄氏 三重大学名誉教授
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1969年 京都大学大学院修士課程修了、1989年 名古屋大学

経済学部教授、1998年 同経済学部長、2000年 同副総長、
2004年中京大学経済学部教授、2005年学校法人梅村学園
理事、総合政策学部長、2015年 学校法人梅村学園理事 学術

顧間、現在に至る。国土審議会会長、同計画推進部会長、同北海道開発分科会
長、内閣官房・ナショナルレジリエンス懇談会委員などの公職を務める。

1980年京都大学大学院工学研究科交通土木工学修士課程修

了、1989年ベンシルバニア大学大学院博士課程修了。京都大

学経済研究所助手、ハーバード大学、回ンドン大学等の客員研究

員を経て、名古屋大学情報文化学部助教授、教授。2001年 名古
屋大学大学院環境学研究科教授。現在、国土交通省中部地方交通審議会会長、

名古屋市大規模小売店舗立地審議会会長なども務める。専門は都市・地域経済学。

【申込み】FAXまたはHPよりお申し込みください。

舞%撃鯖::::,1象■
FAX:052日 231-2370
HPア ドレス:http:〃wwwocriserjp

公益財団法人中部圏社会経済研究所
TEL 052-221 6421 E mail:criser@criserjp担 当 :成田・高山
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1991年東京大学工学部都市工学科卒業。工学博±。1991年
建設省 (現国土交通省)入省、建設省勤務を経て、2002年より
内閣官房構造改革特区推進室参事官補佐、2003年より内閣
官房地域再生推進室参事官補佐も兼務し、特区・地域再生を

担当、2007年 退官。2007年 より中部大学工学部都市建設工学科教授。

1985年通商産業省 (現経済産業省)入 省。1998年貿易局総務

課法令審査委員、1999年 関東通商産業局総務課長、2000年
在中国日本国大使館参事官、2003年製造産業局宇宙産業室

長、2005年大臣官房政策評価広報課長、2008年 在中国日本
国大使館公使、2011年貿易経済協力局通商金融経済協力課長、2012年貿易経

済協力局審議官、2013年国際協力銀行執行役員、2015年 中部経済産業局長。

1987年株式会社野村総合研究所入社。1995年 株式会社東
海総合研究所に移籍。その後、合併を経て現職。専門領域は「社
会資本整備の経済効果」や「地域開発と資金調達」、「公共経

営」をテーマとした調査・コンサルティング。道路、空港・港湾の他、近年はリニア中
央新幹線の経済効果分析などにも取り組む。また、PFI/PPP関 連業務にも従事す
るなど、公共事業と経済。金融が交わる領域を主たる活動領域としている。

1963年二重大学助手、1964年講師、1966年助教授、1973年教
授、2度の人文学部長を歴任、1996年定年退官、名誉教授。1996
年四日市大学教授、2000年名古屋産業大学学長、2006年愛知
工業大学客員教授に就任、現在に至る。国土審議会特別委員など

を務めたほか、現在、中部エネルギー 温暖化対策協議会議議長などの公職を務める。

1978年 中部電力株式会社入社。2005年同社名古屋支店法

人営業部長、2007年同社参与秘書部付財団法人ファインセラ

ミックスセンター出向 (常務理事)、 2010年 同社執行役員長野支

店長兼流通本部付、2011年同社参与として社団法人中部経

済連合会に出向 (常 務理事事務局長)、 2016年一般社団法人中部経済連合会

専務理事、同年中部電力株式会社顧問。

※申込書にご記入いただく個人情報は、シンポジウムの事前準備のために使用するほか、
当財団の案内等の送付などに限り活用させていただきます。あらかじめご了承くださいますようお願い申し上げます。


